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１ 評価の対象とした政策

事業採択後５年を経過した時点で継続中である事業実施地区等について、５年ごとに事後評

価（期中の評価）を実施した。

区 分 事 業 名 評 価 実
施箇所数

直 轄 事 業 国有林直轄治山事業 ５

緑資源機構事業 水源林造成事業 ４８

緑資源幹線林道事業 ４

計 ５７

２ 評価を担当した部局及びこれを実施した期間

１ 評価担当部局

① 直轄事業については、関東及び中部森林管理局において実施した （直轄事業評価担当部。
（別添１）局一覧表

② 緑資源機構事業については、事業実施主体が収集・把握したデータ等をもとに、林野庁
森林整備部整備課において実施した。

２ 評価実施期間
平成１７年４月から平成１７年８月

３ 評価の観点

本評価においては、費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化、森林・林業情勢、農山

漁村の状況その他の社会経済情勢の変化、事業の進捗状況等について、必要性、効率性、有効

性の観点等から総合的かつ客観的に評価を行った。

４ 政策効果の把握の手法及びその結果

政策効果については、①森林・林業情勢その他社会経済情勢の変化、②事業の進捗状況、③

費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化等の評価項目の点検により、総合的かつ客観的

に把握し、事業の継続等の方針決定に反映した。これらの評価項目に係る事業地区毎の取りま

とめ結果については 「地区別評価結果 に示すとおりである。、 」（別添２）



５ 学識経験を有する者の意見の活用に関する事項

直轄事業については関東及び中部森林管理局において、緑資源機構事業については林野庁に

おいて、学識経験者で構成する第三者委員会を設け専門的見地から意見を聴取し、客観性及び

透明性の確保を図った。

同委員会での意見の概要は以下のとおりであった。

１ 直轄事業

国有林直轄治山事業

関東及び中部森林管理局における事業地区毎の評価は下流域の保全、地元の要望等から事

業を継続することが妥当との意見が出された。なお、引き続き現地の自然条件に応じた工種

・工法の採用や事業の効果等について広く一般にＰＲすることが重要との意見が出された。

２ 緑資源機構事業

（１）水源林造成事業

森林・林業情勢、植栽木等の生育状況、ダムや水道関連施設への効果等の公益性を総合

的に検討した結果、水源林としての機能を十分発揮していることから、事業を継続するこ

とが適当との意見が出された。

また、広葉樹化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分が一定程度以上を占める地

区については一部の林分について事業内容を見直しのうえ、継続することとの意見が出さ

れた。

（２）緑資源幹線林道事業

森林の有する多面的機能の発揮、林業・林産業の活動の見通し、地域振興への貢献度等

を総合的に判断した結果、事業を継続することが適当との意見が出された。

また、稀少猛禽類のモニタリング調査に基づき、生息環境の保全に配慮して事業を実施

することが適当であるなどの意見が出された。

各事業地区毎の第三者委員会の意見は、地区別評価結果 のとおりである。（別添２）

各委員会の委員構成は、第三者委員会名簿 のとおりである。（別添３）



６ 評価を行う過程において使用した資料その他の情報に関する事項

評価実施地区毎に「期中の評価個表」を作成し、インターネット等で公表することとしてい

（別添４）る （問合せ先一覧表。

直轄事業

関東及び中部森林管理局に設置している第三者委員会における資料、議事概要、評価に用い

たデータ等については、関東及び中部森林管理局においてインターネット等で公表することと

している。

緑資源機構事業

林野庁に設置している第三者委員会における資料、議事概要、評価に用いたデータ等につい

ては、農林水産省情報公開窓口において縦覧することとしている。

７ 評価の結果

直轄事業の国有林直轄治山事業は、対象となる５地区について、評価を実施したところ、引

き続き現計画で事業を推進することとなった。

、 、 、緑資源機構事業の水源林造成事業は 対象となる４８地区について 評価を実施したところ

引き続き現計画で事業を推進することとされた地区が３２地区、事業計画の変更を行う必要が

あるとされた地区が１６地区となった。

緑資源機構事業の緑資源幹線林道事業は、対象となる４地区について、評価を実施したとこ

ろ、引き続き現計画で事業を推進することとなった。

各事業地区毎の評価結果は、地区別評価結果 のとおりである。（別添２）



２　緑資源機構事業

（１）　水源林造成事業

林野庁　森林整備部　整備課

整理番号 事業名 事業実施主体 契約件数 植栽面積 実施方針

1 水源林造成事業 東北北海道整備局 昭和４０年度契約地 独立行政法人緑資源機構 51 4,188 計画変更

2 水源林造成事業 東北北海道整備局 昭和４５年度契約地 独立行政法人緑資源機構 84 4,883 計画変更

3 水源林造成事業 東北北海道整備局 昭和５０年度契約地 独立行政法人緑資源機構 20 486 計画変更

4 水源林造成事業 東北北海道整備局 昭和５５年度契約地 独立行政法人緑資源機構 64 2,078 継続

5 水源林造成事業 東北北海道整備局 昭和６０年度契約地 独立行政法人緑資源機構 35 1,039 継続

6 水源林造成事業 東北北海道整備局 平成２年度契約地 独立行政法人緑資源機構 44 744 継続

7 水源林造成事業 東北北海道整備局 平成７年度契約地 独立行政法人緑資源機構 61 1,162 継続

8 水源林造成事業 東北北海道整備局 平成１２年度契約地 独立行政法人緑資源機構 35 757 継続

9 水源林造成事業 関 東 整 備 局 昭和４０年度契約地 独立行政法人緑資源機構 86 3,504 計画変更

10 水源林造成事業 関 東 整 備 局 昭和４５年度契約地 独立行政法人緑資源機構 83 2,145 計画変更

11 水源林造成事業 関 東 整 備 局 昭和５０年度契約地 独立行政法人緑資源機構 30 572 計画変更

12 水源林造成事業 関 東 整 備 局 昭和５５年度契約地 独立行政法人緑資源機構 37 711 継続

13 水源林造成事業 関 東 整 備 局 昭和６０年度契約地 独立行政法人緑資源機構 23 360 計画変更

14 水源林造成事業 関 東 整 備 局 平成２年度契約地 独立行政法人緑資源機構 38 446 計画変更

15 水源林造成事業 関 東 整 備 局 平成７年度契約地 独立行政法人緑資源機構 67 467 継続

16 水源林造成事業 関 東 整 備 局 平成１２年度契約地 独立行政法人緑資源機構 54 336 継続

17 水源林造成事業 中 部 整 備 局 昭和４０年度契約地 独立行政法人緑資源機構 41 1,549 計画変更

18 水源林造成事業 中 部 整 備 局 昭和４５年度契約地 独立行政法人緑資源機構 54 2,073 計画変更

19 水源林造成事業 中 部 整 備 局 昭和５０年度契約地 独立行政法人緑資源機構 52 1,361 計画変更

20 水源林造成事業 中 部 整 備 局 昭和５５年度契約地 独立行政法人緑資源機構 65 1,295 継続

21 水源林造成事業 中 部 整 備 局 昭和６０年度契約地 独立行政法人緑資源機構 23 355 継続

22 水源林造成事業 中 部 整 備 局 平成２年度契約地 独立行政法人緑資源機構 54 1,025 計画変更

23 水源林造成事業 中 部 整 備 局 平成７年度契約地 独立行政法人緑資源機構 43 477 計画変更

24 水源林造成事業 中 部 整 備 局 平成１２年度契約地 独立行政法人緑資源機構 47 492 継続

25 水源林造成事業 近畿北陸整備局 昭和４０年度契約地 独立行政法人緑資源機構 60 3,386 計画変更

26 水源林造成事業 近畿北陸整備局 昭和４５年度契約地 独立行政法人緑資源機構 69 2,043 計画変更

27 水源林造成事業 近畿北陸整備局 昭和５０年度契約地 独立行政法人緑資源機構 38 1,269 計画変更

28 水源林造成事業 近畿北陸整備局 昭和５５年度契約地 独立行政法人緑資源機構 65 1,399 継続

29 水源林造成事業 近畿北陸整備局 昭和６０年度契約地 独立行政法人緑資源機構 24 549 継続

30 水源林造成事業 近畿北陸整備局 平成２年度契約地 独立行政法人緑資源機構 48 868 継続

31 水源林造成事業 近畿北陸整備局 平成７年度契約地 独立行政法人緑資源機構 75 951 継続

32 水源林造成事業 近畿北陸整備局 平成１２年度契約地 独立行政法人緑資源機構 69 688 継続

33 水源林造成事業 中国四国整備局 昭和４０年度契約地 独立行政法人緑資源機構 240 7,261 継続

34 水源林造成事業 中国四国整備局 昭和４５年度契約地 独立行政法人緑資源機構 114 2,630 継続

35 水源林造成事業 中国四国整備局 昭和５０年度契約地 独立行政法人緑資源機構 70 1,398 継続

36 水源林造成事業 中国四国整備局 昭和５５年度契約地 独立行政法人緑資源機構 103 2,161 継続

37 水源林造成事業 中国四国整備局 昭和６０年度契約地 独立行政法人緑資源機構 59 835 継続

38 水源林造成事業 中国四国整備局 平成２年度契約地 独立行政法人緑資源機構 87 1,235 継続

39 水源林造成事業 中国四国整備局 平成７年度契約地 独立行政法人緑資源機構 157 1,732 継続

40 水源林造成事業 中国四国整備局 平成１２年度契約地 独立行政法人緑資源機構 162 1,588 継続

41 水源林造成事業 九 州 整 備 局 昭和４０年度契約地 独立行政法人緑資源機構 95 3,585 継続

42 水源林造成事業 九 州 整 備 局 昭和４５年度契約地 独立行政法人緑資源機構 104 2,706 継続

43 水源林造成事業 九 州 整 備 局 昭和５０年度契約地 独立行政法人緑資源機構 56 960 継続

44 水源林造成事業 九 州 整 備 局 昭和５５年度契約地 独立行政法人緑資源機構 67 877 継続

45 水源林造成事業 九 州 整 備 局 昭和６０年度契約地 独立行政法人緑資源機構 44 437 継続

46 水源林造成事業 九 州 整 備 局 平成２年度契約地 独立行政法人緑資源機構 69 612 継続

47 水源林造成事業 九 州 整 備 局 平成７年度契約地 独立行政法人緑資源機構 110 1,187 継続

48 水源林造成事業 九 州 整 備 局 平成１２年度契約地 独立行政法人緑資源機構 109 875 継続

平成１７年度　期中の評価実施地区一覧表

事業実施地区名



整理番号 1

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ40～Ｈ62（最長85年間）

事業実施地区名 東北北海道整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和40年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 51件、植栽面積 4,188ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 123,669 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 66,074 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 1.87

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、昭和45年から平成2年にかけ
農山漁村の状況そ て減少したものの、現在なお1万3千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造
の他の社会経済情 成が必要である。
勢の変化 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると

ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準
の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ35.7年生で樹高14.0ｍ、胸高直径20.6㎝、1ha当たり
材積252ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分の占める割合は、
全体の12％である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、44％が十勝川水系仙美里ダム、北上川水系湯田ダム
状況 等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、21％が水道施設に係る

流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分について、分収造
性 林契約に基づく契約相手方との協議等を経て、施業方法を変更することは可

能である。

第三者委員会の意見 植栽木の生育が順調な林分については、森林・林業情勢、植栽木等の生育
状況、ダムや水道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、水源林
としての機能を十分発揮していることから、事業を継続することが適当と考
える。

ただし、雪害等によって広葉樹林化した一部の林分については、侵入広葉
樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、また、植栽木の生育が遅れている一
部の林分については、植栽木の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保
育等にとどめることとする。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：効率性を確保するため、雪害等によって広葉樹林化した一部の林
事業の実施方針 分については、侵入広葉樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、

また、植栽木の生育が遅れている一部の林分については、植栽木
の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保育等にとどめる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
一部の林分について事業内容を見直しのうえ、継続する。



整理番号 2

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ45～Ｈ77（最長95年間）

事業実施地区名 東北北海道整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和45年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 84件、植栽面積 4,883ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 125,395 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 61,961 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.02

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、昭和55年から平成2年にかけ
農山漁村の状況そ て減少したものの、現在なお2万ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が
の他の社会経済情 必要である。
勢の変化 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると

ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準
の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ32.8年生で樹高12.7ｍ、胸高直径18.2㎝、1ha当たり
材積221ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分の占める割合は、
全体の14％である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、33％が石狩川水系小沢ダム、岩木川水系浅瀬石川ダ
状況 ム等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、25％が水道施設に係

る流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分について、分収造
性 林契約に基づく契約相手方との協議等を経て、施業方法を変更することは可

能である。

第三者委員会の意見 植栽木の生育が順調な林分については、森林・林業情勢、植栽木等の生育
状況、ダムや水道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、水源林
としての機能を十分発揮していることから、事業を継続することが適当と考
える。

ただし、雪害等によって広葉樹林化した一部の林分については、侵入広葉
樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、また、植栽木の生育が遅れている一
部の林分については、植栽木の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保
育等にとどめることとする。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：効率性を確保するため、雪害等によって広葉樹林化した一部の林
事業の実施方針 分については、侵入広葉樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、

また、植栽木の生育が遅れている一部の林分については、植栽木
の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保育等にとどめる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
一部の林分について事業内容を見直しのうえ、継続する。



整理番号 3

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ50～Ｈ72（最長85年間）

事業実施地区名 東北北海道整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和50年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業、契約件数 20件、植栽面積 486ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 11,535 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 4,996 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.31

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、昭和55年から平成2年にかけ
農山漁村の状況そ て減少したものの、現在なお9千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が
の他の社会経済情 必要である。
勢の変化 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は平成2年から平成12

年にかけて減少したものの、依然として私有林面積の約13％を占めるととも
に、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準の低
下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ28.4年生で樹高14.1ｍ、胸高直径19.6㎝、1ha当たり
材積269ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分の占める割合は、
全体の12％である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、35％が最上川水系綱木川ダム及び白川ダム等のダム
状況 に係る流域（集水区域）内に位置しており、22％が水道施設に係る流域（集

水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分について、分収造
性 林契約に基づく契約相手方との協議等を経て、施業方法を変更することは可

能である。

第三者委員会の意見 植栽木の生育が順調な林分については、森林・林業情勢、植栽木等の生育
状況、ダムや水道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、水源林
としての機能を十分発揮していることから、事業を継続することが適当と考
える。

ただし、雪害等によって広葉樹林化した一部の林分については、侵入広葉
樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、また、植栽木の生育が遅れている一
部の林分については、植栽木の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保
育等にとどめることとする。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：効率性を確保するため、雪害等によって広葉樹林化した一部の林
事業の実施方針 分については、侵入広葉樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、

また、植栽木の生育が遅れている一部の林分については、植栽木
の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保育等にとどめる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
一部の林分について事業内容を見直しのうえ、継続する。



整理番号 4

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ55～Ｈ77（最長85年間）

事業実施地区名 東北北海道整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和55年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 64件、植栽面積 2,078ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 38,056 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 17,400 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.19

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、昭和55年以降減少傾向にあ
農山漁村の状況そ るものの、現在なお1万3千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要
の他の社会経済情 である。
勢の変化 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると

ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準
の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ23.3年生で樹高11.3ｍ、胸高直径15.7㎝、1ha当たり
材積196ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分の占める割合は、
全体の7％である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、15％が胆振幌別川水系幌別ダム、北上川水系鳴子ダ
状況 ム等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、60％が水道施設に係

る流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽木等の生育状況、ダムや水道施設への効果等の公益
性を総合的に検討した結果、水源林としての機能を十分発揮していることか
ら、事業を継続することが適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性は認められる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 5

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ60～Ｈ82（最長85年間）

事業実施地区名 東北北海道整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和60年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 35件、植栽面積 1,039ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 14,977 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 6,956 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.15

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、昭和55年から平成2年にかけ
農山漁村の状況そ て減少したものの、現在なお7千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が
の他の社会経済情 必要である。
勢の変化 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると

ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準
の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、補植・改植を実施したことや雑草木の繁茂が著
しかったため2回刈を実施したことにより下刈の平均実施回数が9.0回、除伐
の平均実施回数が0.9回となっており、枝打はスギ・ヒノキを対象に、191ha
実施している。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、12％が朝里川水系朝里ダム、石狩川水系金山ダム等
状況 のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、38％が水道施設に係る流

域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の は適期作業が計画的に実施されていると判断している。
意向

⑥ 事業コスト縮減等 今後の除伐に当たっては、適期に実施することや植栽木の成長に支障のな
の可能性 い広葉樹等は保残するなど、針広混交林等の造成を目指すことによりコスト

縮減を図る。また、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳
選し、主伐を想定して選木することによりコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽・保育の実施状況、植栽木等の生育状況、ダムや水
道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、事業を継続することが
適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 6

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ2～Ｈ72（最長70年間）

事業実施地区名 東北北海道整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
平成2年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 44件、植栽面積 744ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 8,814 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 4,069 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.17

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、昭和55年から平成2年にかけ
農山漁村の状況そ て減少したものの、現在なお1万2千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造
の他の社会経済情 成が必要である。
勢の変化 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は平成2年から平成12

年にかけて減少したものの、依然として私有林面積の約18％を占めるととも
に、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準の低
下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、補植を実施したことや雑草木の繁茂が著しかっ
たため2回刈を実施したことにより下刈の平均実施回数が8.4回、除伐の平均
実施回数が0.5回となっており、枝打はスギ・ヒノキを対象に12ha実施してい
る。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、15％が十勝川水系仙美里ダム、北上川水系四十四田
状況 ダム等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、49％が水道施設に

係る流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林より良い生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 今後の除伐に当たっては、適期に実施することや植栽木の成長に支障のな
の可能性 い広葉樹等は保残するなど、針広混交林等の造成を目指すことによりコスト

縮減を図る。また、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳
選し、主伐を想定して選木することによりコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽・保育の実施状況、植栽木等の生育状況、ダムや水
道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、事業を継続することが
適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 7

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ7～Ｈ102（最長95年間）

事業実施地区名 東北北海道整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
平成7年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 61件、植栽面積 1,162ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 11,141 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 5,620 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 1.98

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお1万4千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は減少傾向にあるも
勢の変化 のの、依然として私有林面積の約17％を占めるとともに、担い手となる後継

者の不足も重なり、地域における森林の管理水準の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、下刈の平均実施回数が7.4回となっており、現
在、下刈を毎年度実施中である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、34％が石狩川水系当麻ダム、北上川水系花山ダム等
状況 のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、28％が水道施設に係る流

域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 今後、下刈の実施に当たっては、良好な生育が見込めない区域等を除外
の可能性 し、除伐の実施に当たっては、適期実施に努めるとともに、広葉樹等は極力

保残するなど針広混交林等の造成を目指すことによりコスト縮減を図る。ま
た、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳選し、実施対象
本数の減少に努めコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽・保育の実施状況、植栽木等の生育状況、ダムや水
道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、事業を継続することが
適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 8

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ12～Ｈ102（最長90年間）

事業実施地区名 東北北海道整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
平成12年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 35件、植栽面積 757ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 6,046 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 2,950 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.05

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は増加傾向にあり、引き続き森
農山漁村の状況そ 林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は減少傾向にあるも
勢の変化 のの、依然として私有林面積の約2割以上を占めるとともに、担い手となる後

継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、現在、下刈を毎年度実施中である。
適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも

に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、16％が北上川水系栗駒ダム、最上川水系上郷ダム等
状況 のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、38％が水道施設に係る流

域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の は適期作業が計画的に実施されていると判断している。
意向

⑥ 事業コスト縮減等 今後、下刈の実施に当たっては、良好な生育が見込めない区域等を除外
の可能性 し、除伐の実施に当たっては、適期実施に努めるとともに、広葉樹等は極力

保残するなど針広混交林等の造成を目指すことによりコスト縮減を図る。ま
た、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳選し、実施対象
本数の減少に努めコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽・保育の実施状況、植栽木等の生育状況、ダムや水
道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、事業を継続することが
適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 9

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ40～Ｈ67（最長90年間）

事業実施地区名 関東整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和40年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 86件、植栽面積 3,504ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 140,361 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 58,353 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.41

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は増加傾向にあり、引き続き森
農山漁村の状況そ 林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ35.0年生で樹高15.6ｍ、胸高直径21.2㎝、１ha当た
り材積308ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分の占める割合は、
全体の23％である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、55％が阿賀野川水系大川ダム、利根川水系下久保ダ
状況 ム等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、38％が水道施設に係

る流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分について、分収造
性 林契約に基づく契約相手方との協議等を経て、施業方法を変更することは可

能である。

第三者委員会の意見 植栽木の生育が順調な林分については、森林・林業情勢、植栽木等の生育
状況、ダムや水道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、水源林
としての機能を十分発揮していることから、事業を継続することが適当と考
える。

ただし、寒害等によって広葉樹林化した一部の林分については、侵入広葉
樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、また、植栽木の生育が遅れている一
部の林分については、植栽木の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保
育等にとどめることとする。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：効率性を確保するため、寒害等によって広葉樹林化した一部の林
事業の実施方針 分については、侵入広葉樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、

また、植栽木の生育が遅れている一部の林分については、植栽木
の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保育等にとどめる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
一部の林分について事業内容を見直しのうえ、継続する。



整理番号 10

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ45～Ｈ77（最長95年間）

事業実施地区名 関東整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和45年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 83件、植栽面積 2,145ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 67,717 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 29,466 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.30

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、平成2年から平成12年にかけ
農山漁村の状況そ て減少したものの、現在なお4万3千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造
の他の社会経済情 成が必要である。
勢の変化 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると

ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準
の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ32.5年生で樹高14.0ｍ、胸高直径18.9㎝、1ha当たり
材積261ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分の占める割合は、
全体の15％である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、48％が阿賀野川水系旭ダム、利根川水系薗原ダム等
状況 のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、28％が水道施設に係る流

域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林より生育が遅れているが、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分について、分収造
性 林契約に基づく契約相手方との協議等を経て、施業方法を変更することは可

能である。

第三者委員会の意見 植栽木の生育が順調な林分については、森林・林業情勢、植栽木等の生育
状況、ダムや水道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、水源林
としての機能を十分発揮していることから、事業を継続することが適当と考
える。

ただし、寒害等によって広葉樹林化した一部の林分については、侵入広葉
樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、また、植栽木の生育が遅れている一
部の林分については、植栽木の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保
育等にとどめることとする。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：効率性を確保するため、寒害等によって広葉樹林化した一部の林
事業の実施方針 分については、侵入広葉樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、

また、植栽木の生育が遅れている一部の林分については、植栽木
の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保育等にとどめる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
一部の林分について事業内容を見直しのうえ、継続する。



整理番号 11

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ50～Ｈ67（最長80年間）

事業実施地区名 関東整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和50年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 30件、植栽面積 572ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 14,599 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 6,321 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.31

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、平成2年から平成12年にかけ
農山漁村の状況そ て減少したものの、現在なお1万9千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造
の他の社会経済情 成が必要である。
勢の変化 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると

ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準
の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ27.7年生で樹高12.0ｍ、胸高直径16.7㎝、1ha当たり
材積214ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分の占める割合は、
全体の11％である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、53％が信濃川水系広神ダム、相模川水系相模ダム、
状況 等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、29％が水道施設に係る

流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分について、分収造
性 林契約に基づく契約相手方との協議等を経て、施業方法を変更することは可

能である。

第三者委員会の意見 植栽木の生育が順調な林分については、森林・林業情勢、植栽木等の生育
状況、ダムや水道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、水源林
としての機能を十分発揮していることから、事業を継続することが適当と考
える。

ただし、寒害等によって広葉樹林化した一部の林分については、侵入広葉
樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、また、植栽木の生育が遅れている一
部の林分については、植栽木の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保
育等にとどめることとする。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：効率性を確保するため、寒害等によって広葉樹林化した一部の林
事業の実施方針 分については、侵入広葉樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、

また、植栽木の生育が遅れている一部の林分については、植栽木
の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保育等にとどめる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
一部の林分について事業内容を見直しのうえ、継続する。



整理番号 12

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ55～Ｈ62（最長70年間）

事業実施地区名 関東整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和55年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 37件、植栽面積 711ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 15,696 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 6,643 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.36

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は増加傾向にあり、引き続き森
農山漁村の状況そ 林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ23.4年生で樹高12.7ｍ、胸高直径16.7㎝、1ha当たり
材積229ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分の占める割合は、全体の8％である。
適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも

に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、25％が相模川水系相模ダム、天竜川水系水窪ダム等
状況 のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、66％が水道施設に係る流

域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽木等の生育状況、ダムや水道施設への効果等の公益
性を総合的に検討した結果、水源林としての機能を十分発揮していることか
ら、事業を継続することが適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 13

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ60～Ｈ77（最長80年間）

事業実施地区名 関東整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和60年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 23件、植栽面積 360ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 6,336 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 2,643 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.40

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は増加傾向にあり、引き続き森
農山漁村の状況そ 林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、補植・改植を実施したことや雑草木の繁茂が著
しかったため2回刈を実施したことにより下刈の平均実施回数が8.1回、除伐
の平均実施回数が1.0回となっており、枝打はスギ・ヒノキを対象に160ha実
施している。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、15％が国府川水系新保川ダム、利根川水系三河沢ダ
状況 ム等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、51％が水道施設に係

る流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 今後の除伐に当たっては、適期に実施することや植栽木の成長に支障のな
の可能性 い広葉樹等は保残するなど、針広混交林等の造成を目指すことによりコスト

縮減を図る。また、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳
選し、主伐を想定して選木することによりコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分について、分収造
性 林契約に基づく契約相手方との協議等を経て、施業方法を変更することは可

能である。

第三者委員会の意見 植栽木の生育が順調な林分については、森林・林業情勢、植栽木等の生育
状況、ダムや水道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、事業を
継続することが適当と考える。

ただし、雪害等によって植栽木の生育が遅れている一部の林分や広葉樹林
化しつつある一部の林分については、今後の成長を見極めつつ、林況に応じ
除伐を見合わせるなど針広混交林等への誘導等を実施する。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：効率性を確保するため、雪害等によって植栽木の生育が遅れてい
事業の実施方針 る一部の林分や広葉樹林化しつつある一部の林分については、今

後の成長を見極めつつ、林況に応じ除伐を見合わせるなど針広混
交林等への誘導等を実施する。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
一部の林分について事業内容を見直しのうえ、継続する。



整理番号 14

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ2～Ｈ82（最長80年間）

事業実施地区名 関東整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
平成2年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 38件、植栽面積 446ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 6,414 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 2,724 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.35

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は増加傾向にあり、引き続き森
農山漁村の状況そ 林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、補植・改植を実施したことや雑草木の繁茂が著
しかったため2回刈を実施したことにより下刈の平均実施回数が7.7回、除伐
の平均実施回数が0.5回となっており、枝打はスギ・ヒノキを対象に49ha実施
している。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、18％が阿賀野川水系新郷ダム、利根川水系五十里ダ
状況 ム等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、49％が水道施設に係

る流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 今後の除伐に当たっては、適期に実施することや植栽木の成長に支障のな
の可能性 い広葉樹等は保残するなど、針広混交林等の造成を目指すことによりコスト

縮減を図る。また、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳
選し、主伐を想定して選木することによりコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分について、分収造
性 林契約に基づく契約相手方との協議等を経て、施業方法を変更することは可

能である。

第三者委員会の意見 植栽木の生育が順調な林分については、森林・林業情勢、植栽木等の生育
状況、ダムや水道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、事業を
継続することが適当と考える。

ただし、雪害等によって植栽木の生育が遅れている一部の林分や広葉樹林
化しつつある一部の林分については、今後の成長を見極めつつ、林況に応じ
除伐を見合わせるなど針広混交林等への誘導等を実施する。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：効率性を確保するため、雪害等によって植栽木の生育が遅れてい
事業の実施方針 る一部の林分や広葉樹林化しつつある一部の林分については、今

後の成長を見極めつつ、林況に応じ除伐を見合わせるなど針広混
交林等への誘導等を実施する。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
一部の林分について事業内容を見直しのうえ、継続する。



整理番号 15

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ7～Ｈ87（最長80年間）

事業実施地区名 関東整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
平成7年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 67件、植栽面積 467ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 5,512 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 2,259 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.44

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお2万6千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、下刈の平均実施回数が6.8回となっており、現
在、下刈を毎年度実施中である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、12％が阿賀野川水系新郷ダム、利根川水系湯西川ダ
状況 ム等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、57％が水道施設に係

る流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 今後、下刈の実施に当たっては、良好な生育が見込めない区域等を除外
の可能性 し、除伐の実施に当たっては、適期実施に努めるとともに、広葉樹等は極力

保残するなど針広混交林等の造成を目指すことによりコスト縮減を図る。ま
た、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳選し、実施対象
本数の減少に努めコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽・保育の実施状況、植栽木等の生育状況、ダムや水
道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、事業を継続することが
適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 16

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ12～Ｈ92（最長80年間）

事業実施地区名 関東整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
平成12年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 54件、植栽面積 336ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 3,296 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 1,318 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.50

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお1万5千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、現在、下刈を毎年度実施中である。
適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも

に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、22％が阿賀野川水系東山ダム、相模川水系相模ダム
状況 等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、61％が水道施設に係る

流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 今後、下刈の実施に当たっては、良好な生育が見込めない区域等を除外
の可能性 し、除伐の実施に当たっては、適期実施に努めるとともに、広葉樹等は極力

保残するなど針広混交林等の造成を目指すことによりコスト縮減を図る。ま
た、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳選し、実施対象
本数の減少に努めコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽・保育の実施状況、植栽木等の生育状況、ダムや水
道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、事業を継続することが
適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 17

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ40～Ｈ57（最長80年間）

事業実施地区名 中部整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和40年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 41件、植栽面積 1,549ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 64,116 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 26,842 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.39

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお2万5千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ38.6年生で樹高14.8ｍ、胸高直径20.1㎝、1ha当たり
材積273ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分の占める割合は、全体の12％である。
適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも

に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、73％が天竜川水系泰阜ダム、木曽川水系横山ダム等
状況 のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、19％が水道施設に係る流

域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の は適期作業が計画的に実施されていると判断している。
意向

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 広葉樹林化した林分について、分収造林契約に基づく契約相手方との協議
性 等を経て、施業方法を変更することは可能である。

第三者委員会の意見 植栽木の生育が順調な林分については、森林・林業情勢、植栽木等の生育
状況、ダムや水道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、水源林
としての機能を十分発揮していることから、事業を継続することが適当と考
える。

ただし、雪害等によって広葉樹林化した一部の林分については、侵入広葉
樹の育成に重点をおいた施業へ変更することとする。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：効率性を確保するため、雪害等によって広葉樹林化した一部の林
事業の実施方針 分については、侵入広葉樹の育成に重点をおいた施業へ変更す

る。
・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性

が認められる。
事業の実施方針

一部の林分について事業内容を見直しのうえ、継続する。



整理番号 18

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ45～Ｈ67（最長85年間）

事業実施地区名 中部整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和45年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 54件、植栽面積 2,073ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 70,865 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 31,804 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.23

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、昭和55年以降減少傾向にあ
農山漁村の状況そ るものの、現在なお2万9千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要
の他の社会経済情 である。
勢の変化 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると

ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準
の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ32.4年生で樹高12.9ｍ、胸高直径18.1㎝、1ha当たり
材積222ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分の占める割合は、全体の13％である。
適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも

に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、70％が神通川水系熊野川ダム、天竜川水系泰阜ダム
状況 等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、24％が水道施設に係る

流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分について、分収造
性 林契約に基づく契約相手方との協議等を経て、施業方法を変更することは可

能である。

第三者委員会の意見 植栽木の生育が順調な林分については、森林・林業情勢、植栽木等の生育
状況、ダムや水道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、水源林
としての機能を十分発揮していることから、事業を継続することが適当と考
える。

ただし、雪害等によって広葉樹林化した一部の林分については、侵入広葉
樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、また、植栽木の生育が遅れている一
部の林分については、植栽木の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保
育等にとどめることとする。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：効率性を確保するため、雪害等によって広葉樹林化した一部の林
事業の実施方針 分については、侵入広葉樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、

また、植栽木の生育が遅れている一部の林分については、植栽木
の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保育等にとどめる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
一部の林分について事業内容を見直しのうえ、継続する。



整理番号 19

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ50～Ｈ72（最長85年間）

事業実施地区名 中部整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和50年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 52件、植栽面積 1,361ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 39,160 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 16,188 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.42

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、昭和55年以降減少傾向にあ
農山漁村の状況そ るものの、現在なお2万6千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要
の他の社会経済情 である。
勢の変化 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると

ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準
の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ27.4年生で樹高12.0ｍ、胸高直径16.0㎝、1ha当たり
材積199ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分の占める割合は、
全体の12％である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、80％が神通川水系若土ダム、天竜川水系小渋ダム等
状況 のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、12％が水道施設に係る流

域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分について、分収造
性 林契約に基づく契約相手方との協議等を経て、施業方法を変更することは可

能である。

第三者委員会の意見 植栽木の生育が順調な林分については、森林・林業情勢、植栽木等の生育
状況、ダムや水道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、水源林
としての機能を十分発揮していることから、事業を継続することが適当と考
える。

ただし、雪害等によって広葉樹林化した一部の林分については、侵入広葉
樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、また、植栽木の生育が遅れている一
部の林分については、植栽木の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保
育等にとどめることとする。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：効率性を確保するため、雪害等によって広葉樹林化した一部の林
事業の実施方針 分については、侵入広葉樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、

また、植栽木の生育が遅れている一部の林分については、植栽木
の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保育等にとどめる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
一部の林分について事業内容を見直しのうえ、継続する。



整理番号 20

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ55～Ｈ77（最長85年間）

事業実施地区名 中部整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和55年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 65件、植栽面積 1,295ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 31,192 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 12,798 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.44

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、昭和55年以降減少傾向にあ
農山漁村の状況そ るものの、現在なお3万ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要であ
の他の社会経済情 る。
勢の変化 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると

ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準
の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ22.7年生で樹高11.1ｍ、胸高直径14.5㎝、1ha当たり
材積190ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分の占める割合は、全体の9％である。
適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも

に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、65％が荘川水系子撫川ダム、木曽川水系読書ダム等
状況 のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、21％が水道施設に係る流

域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽木等の生育状況、ダムや水道施設への効果等の公益
性を総合的に検討した結果、水源林としての機能を十分発揮していることか
ら、事業を継続することが適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 21

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ60～Ｈ77（最長80年間）

事業実施地区名 中部整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和60年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 23件、植栽面積 355ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 7,019 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 2,854 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.46

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお1万6千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、下刈の平均実施回数が7.2回、除伐の平均実施回
数が1.3回となっており、枝打はスギ・ヒノキを対象に237ha実施している。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、60％が天竜川水系平岡ダム、木曽川水系東上田ダム
状況 等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、8％が水道施設に係る流

域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 今後の除伐に当たっては、適期に実施することや植栽木の成長に支障のな
の可能性 い広葉樹等は保残するなど、針広混交林等の造成を目指すことによりコスト

縮減を図る。また、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳
選し、主伐を想定して選木することによりコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽木等の生育状況、ダムや水道施設への効果等の公益
性を総合的に検討した結果、事業を継続することが適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 22

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ2～Ｈ82（最長80年間）

事業実施地区名 中部整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
平成2年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 54件、植栽面積 1,025ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 16,668 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 6,753 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.47

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお2万5千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、下刈の平均実施回数が6.9回、除伐の平均実施回
数が0.6回となっており、枝打はスギ・ヒノキを対象に67ha実施している。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、80％が信濃川水系生坂ダム、神通川水系角川ダム等
状況 のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、15％が水道施設に係る流

域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 今後の除伐に当たっては、適期に実施することや植栽木の成長に支障のな
の可能性 い広葉樹等は保残するなど、針広混交林等の造成を目指すことによりコスト

縮減を図る。また、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳
選し、主伐を想定して選木することによりコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分について、分収造
性 林契約に基づく契約相手方との協議等を経て、施業方法を変更することは可

能である。

第三者委員会の意見 植栽木の生育が順調な林分については、森林・林業情勢、植栽・保育の実
施状況、植栽木等の生育状況、ダムや水道施設への効果等の公益性を総合的
に検討した結果、事業を継続することが適当と考える。

ただし、病虫獣害等によって植栽木の生育が遅れている一部の林分や広葉
樹林化しつつある一部の林分については、今後の成長を見極めつつ、林況に
応じ除伐を見合わせるなど針広混交林等への誘導等を実施することとする。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：効率性を確保するため、病虫獣害等によって植栽木の生育が遅れ
事業の実施方針 ている一部の林分や広葉樹林化しつつある一部の林分について

は、今後の成長を見極めつつ、林況に応じ除伐を見合わせるなど
針広混交林等への誘導等を実施する。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
一部の林分について事業内容を見直しのうえ、継続する。



整理番号 23

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ7～Ｈ97（最長90年間）

事業実施地区名 中部整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
平成7年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 43件、植栽面積 477ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 6,346 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 2,567 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.47

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお2万2千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、下刈の平均実施回数が6.6回となっており、現
在、下刈を毎年度実施中である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、63％が神通川水系角川ダム、木曽川水系朝日ダム等
状況 のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、37％が水道施設に係る流

域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 今後、下刈の実施に当たっては、良好な生育が見込めない区域等を除外
の可能性 し、除伐の実施に当たっては、適期実施に努めるとともに、広葉樹等は極力

保残するなど針広混交林等の造成を目指すことによりコスト縮減を図る。ま
た、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳選し、実施対象
本数の減少に努めコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分について、分収造
性 林契約に基づく契約相手方との協議等を経て、施業方法を変更することは可

能である。

第三者委員会の意見 植栽木の生育が順調な林分については、森林・林業情勢、植栽・保育の実
施状況、植栽木等の生育状況、ダムや水道施設への効果等の公益性を総合的
に検討した結果、事業を継続することが適当と考える。

ただし、病虫獣害等によって植栽木の生育が遅れている一部の林分や広葉
樹林化しつつある一部の林分については、今後の成長を見極めつつ、林況に
応じ除伐を見合わせるなど針広混交林等への誘導等を実施することとする。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：効率性を確保するため、病虫獣害等によって植栽木の生育が遅れ
事業の実施方針 ている一部の林分や広葉樹林化しつつある一部の林分について

は、今後の成長を見極めつつ、林況に応じ除伐を見合わせるなど
針広混交林等への誘導等を実施する。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
一部の林分について事業内容を見直しのうえ、継続する。



整理番号 24

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ12～Ｈ107（最長95年間）

事業実施地区名 中部整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
平成12年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 47件、植栽面積 492ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 5,440 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 2,132 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.55

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお1万9千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、現在、下刈を毎年度実施中である。
適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも

に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、68％が天竜川水系佐久間ダム、神通川水系角川ダム
状況 等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、29％が水道施設に係る

流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の は適期作業が計画的に実施されていると判断している。
意向

⑥ 事業コスト縮減等 今後、下刈の実施に当たっては、良好な生育が見込めない区域等を除外
の可能性 し、除伐の実施に当たっては、適期実施に努めるとともに、広葉樹等は極力

保残するなど針広混交林等の造成を目指すことによりコスト縮減を図る。ま
た、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳選し、実施対象
本数の減少に努めコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽・保育の実施状況、植栽木等の生育状況、ダムや水
道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、水源林としての機能を
十分発揮していることから、事業を継続することが適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 25

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ40～Ｈ72（最長95年間）

事業実施地区名 近畿北陸整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和40年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 60件、植栽面積 3,386ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 136,570 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 60,885 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.24

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、平成2年から平成12年にかけ
農山漁村の状況そ て減少したものの、現在なお1万2千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造
の他の社会経済情 成が必要である。
勢の変化 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると

ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準
の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ37.2年生で樹高15.5ｍ、胸高直径20.4㎝、1ha当たり
材積307ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分の占める割合は、
全体の14％である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、36％が九頭竜川水系笹生川ダム、由良川水系大野ダ
状況 ム等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、52％が水道施設に係

る流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分について、分収造
性 林契約に基づく契約相手方との協議等を経て、施業方法を変更することは可

能である。

第三者委員会の意見 植栽木の生育が順調な林分については、森林・林業情勢、植栽木等の生育
状況、ダムや水道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、水源林
としての機能を十分発揮していることから、事業を継続することが適当と考
える。

ただし、雪害等によって広葉樹林化した一部の林分については、侵入広葉
樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、また、植栽木の生育が遅れている一
部の林分については、植栽木の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保
育等にとどめることとする。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：効率性を確保するため、雪害等によって広葉樹林化した一部の林
事業の実施方針 分については、侵入広葉樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、

また、植栽木の生育が遅れている一部の林分については、植栽木
の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保育等にとどめる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
一部の林分について事業内容を見直しのうえ、継続する。



整理番号 26

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ45～Ｈ77（最長95年間）

事業実施地区名 近畿北陸整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和45年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 69件、植栽面積 2,043ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 66,982 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 30,277 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.21

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、平成2年から平成12年にかけ
農山漁村の状況そ て減少したものの、現在なお9千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が
の他の社会経済情 必要である。
勢の変化 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると

ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準
の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ33.6年生で樹高14.9ｍ、胸高直径19.3㎝、1ha当たり
材積280ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分の占める割合は、
全体の15％である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、43％が由良川水系大野ダム、本庄川水系本庄川ダム
状況 等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、53％が水道施設に係る

流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分について、分収造
性 林契約に基づく契約相手方との協議等を経て、施業方法を変更することは可

能である。

第三者委員会の意見 植栽木の生育が順調な林分については、森林・林業情勢、植栽木等の生育
状況、ダムや水道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、水源林
としての機能を十分発揮していることから、事業を継続することが適当と考
える。

ただし、雪害等によって広葉樹林化した一部の林分については、侵入広葉
樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、また、植栽木の生育が遅れている一
部の林分については、植栽木の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保
育等にとどめることとする。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：効率性を確保するため、雪害等によって広葉樹林化した一部の林
事業の実施方針 分については、侵入広葉樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、

また、植栽木の生育が遅れている一部の林分については、植栽木
の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保育等にとどめる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
一部の林分について事業内容を見直しのうえ、継続する。



整理番号 27

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ50～Ｈ77（最長90年間）

事業実施地区名 近畿北陸整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和50年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 38件、植栽面積 1,269ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 34,594 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 14,851 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.33

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、昭和55年度以降減少傾向に
農山漁村の状況そ あるものの、現在なお1万ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要で
の他の社会経済情 ある。
勢の変化 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると

ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準
の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ27.5年生で樹高12.6ｍ、胸高直径16.9㎝、1ha当たり
材積216ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分の占める割合は、
全体の12％である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、36％が九頭竜川水系広野ダム、新宮川水系川迫ダム
状況 等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、57％が水道施設に係る

流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分について、分収造
性 林契約に基づく契約相手方との協議等を経て、施業方法を変更することは可

能である。

第三者委員会の意見 植栽木の生育が順調な林分については、森林・林業情勢、植栽木等の生育
状況、ダムや水道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、水源林
としての機能を十分発揮していることから、事業を継続することが適当と考
える。

ただし、雪害等によって広葉樹林化した一部の林分については、侵入広葉
樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、また、植栽木の生育が遅れている一
部の林分については、植栽木の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保
育等にとどめることとする。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：効率性を確保するため、雪害等によって広葉樹林化した一部の林
事業の実施方針 分については、侵入広葉樹の育成に重点をおいた施業へ変更し、

また、植栽木の生育が遅れている一部の林分については、植栽木
の成長を見守りつつ、当分の間必要最小限の保育等にとどめる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
一部の林分について事業内容を見直しのうえ、継続する。



整理番号 28

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ55～Ｈ72（最長80年間）

事業実施地区名 近畿北陸整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和55年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 65件、植栽面積 1,399ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 32,746 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 12,788 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.56

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、昭和55年以降減少傾向にあ
農山漁村の状況そ るものの、現在なお1万5千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要
の他の社会経済情 である。
勢の変化 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると

ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準
の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ23.8年生で樹高12.6ｍ、胸高直径17.0㎝、1ha当たり
材積216ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分の占める割合は、
全体の5％である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、36％が手取川水系手取川ダム、由良川水系大野ダム
状況 等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、45％が水道施設に係る

流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽木等の生育状況、ダムや水道施設への効果等の公益
性を総合的に検討した結果、水源林としての機能を十分発揮していることか
ら、事業を継続することが適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 29

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ60～Ｈ77（最長80年間）

事業実施地区名 近畿北陸整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和60年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 24件、植栽面積 549ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 10,238 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 4,141 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.47

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、平成2年から平成12年にかけ
農山漁村の状況そ て減少したものの、現在なお6千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が
の他の社会経済情 必要である。
勢の変化 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると

ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準
の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、下刈の平均実施回数が7.2回、除伐の平均実施回
数が1.2回となっており、枝打はスギ・ヒノキを対象に212ha実施している。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、35％が九頭竜川水系九頭竜ダム、新宮川水系十津川
状況 風屋ダム等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、56％が水道施

設に係る流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 今後の除伐に当たっては、適期に実施することや植栽木の成長に支障のな
の可能性 い広葉樹等は保残するなど、針広混交林等の造成を目指すことによりコスト

縮減を図る。また、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳
選し、主伐を想定して選木することによりコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽・保育の実施状況、植栽木等の生育状況、ダムや水
道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、事業を継続することが
適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 30

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ2～Ｈ87（最長85年間）

事業実施地区名 近畿北陸整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
平成2年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 48件、植栽面積 868ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 13,287 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 5,260 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.53

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、平成2年から平成12年にかけ
農山漁村の状況そ て減少したものの、現在なお1万2千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造
の他の社会経済情 成が必要である。
勢の変化 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると

ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準
の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、下刈の平均実施回数が6.8回、除伐の平均実施回
数が0.7回となっており、枝打はスギ・ヒノキを対象に82ha実施している。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、51％が九頭竜川水系真名川ダム、新宮川水系二津野
状況 ダム等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、43％が水道施設に

係る流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 今後の除伐に当たっては、適期に実施することや植栽木の成長に支障のな
の可能性 い広葉樹等は保残するなど、針広混交林等の造成を目指すことによりコスト

縮減を図る。また、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳
選し、主伐を想定して選木することによりコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽・保育の実施状況、植栽木等の生育状況、ダムや水
道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、事業を継続することが
適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 31

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ7～Ｈ97（最長90年間）

事業実施地区名 近畿北陸整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
平成7年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 75件、植栽面積 951ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 11,955 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 4,430 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.70

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお1万5千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、下刈の平均実施回数が5.9回となっており、現
在、下刈を毎年度実施中である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、54％が新宮川水系二津野ダム、日置川水系殿山ダム
状況 等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、40％が水道施設に係る

流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 今後、下刈の実施に当たっては、良好な生育が見込めない区域等を除外
の可能性 し、除伐の実施に当たっては、適期実施に努めるとともに、広葉樹等は極力

保残するなど針広混交林等の造成を目指すことによりコスト縮減を図る。ま
た、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳選し、実施対象
本数の減少に努めコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽・保育の実施状況、植栽木等の生育状況、ダムや水
道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、事業を継続することが
適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 32

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ12～Ｈ107（最長95年間）

事業実施地区名 近畿北陸整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
平成12年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 69件、植栽面積 688ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 7,076 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 2,698 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.62

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお1万1千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、現在、下刈を毎年度実施中である。
適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも

に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、35％が新宮川水系二津野ダム、日高川水系椿山ダム
状況 等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、45％が水道施設に係る

流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の は適期作業が計画的に実施されていると判断している。
意向

⑥ 事業コスト縮減等 今後、下刈の実施に当たっては、良好な生育が見込めない区域等を除外
の可能性 し、除伐の実施に当たっては、適期実施に努めるとともに、広葉樹等は極力

保残するなど針広混交林等の造成を目指すことによりコスト縮減を図る。ま
た、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳選し、実施対象
本数の減少に努めコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽・保育の実施状況、植栽木等の生育状況、ダムや水
道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、事業を継続することが
適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 33

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ40～Ｈ72（最長95年間）

事業実施地区名 中国四国整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和40年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 240件、植栽面積 7,261ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 300,461 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 109,450 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.75

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお2万3千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ36.9年生で樹高17.0ｍ、胸高直径21.5㎝、1ha当たり
材積343ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分の占める割合は、
全体の9％である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、45％が吉井川水系苫田ダム、日野川水系菅沢ダム等
状況 のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、41％が水道施設に係る流

域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽木等の生育状況、ダムや水道施設への効果等の公益
性を総合的に検討した結果、水源林としての機能を十分発揮していることか
ら、事業を継続することが適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 34

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ45～Ｈ72（最長90年間）

事業実施地区名 中国四国整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和45年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 114件、植栽面積 2,630ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 91,424 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 33,101 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.76

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお1万9千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ33.6年生で樹高16.6ｍ、胸高直径20.0㎝、1ha当たり
材積326ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分の占める割合は、
全体の8％である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、56％が日野川水系菅沢ダム、太田川水系温井ダム等
状況 のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、34％が水道施設に係る流

域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽木等の生育状況、ダムや水道施設への効果等の公益
性を総合的に検討した結果、水源林としての機能を十分発揮していることか
ら、事業を継続することが適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 35

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ50～Ｈ77（最長90年間）

事業実施地区名 中国四国整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和50年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 70件、植栽面積 1,398ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 41,074 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 14,245 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.88

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、昭和55年以降減少傾向にあ
農山漁村の状況そ るものの、現在なお1万3千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要
の他の社会経済情 である。
勢の変化 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると

ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準
の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ27.0年生で樹高15.2ｍ、胸高直径18.5㎝、1ha当たり
材積297ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分の占める割合は、
全体の9％である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、52％が周布川水系周布川ダム、佐波川水系佐波川ダ
状況 ム等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、25％が水道施設に係

る流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽木等の生育状況、ダムや水道施設への効果等の公益
性を総合的に検討した結果、水源林としての機能を十分発揮していることか
ら、事業を継続することが適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 36

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ55～Ｈ77（最長85年間）

事業実施地区名 中国四国整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和55年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 103件、植栽面積 2,161ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 49,836 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 18,221 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.74

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお1万9千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ23.8年生で樹高12.2ｍ、胸高直径14.8㎝、1ha当たり
材積210ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分の占める割合は、
全体の5％である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、52％が日野川水系子賀祥ダム、江の川水系浜原ダム
状況 等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、39％が水道施設に係る

流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽木等の生育状況、ダムや水道施設への効果等の公益
性を総合的に検討した結果、水源林としての機能を十分発揮していることか
ら、事業を継続することが適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 37

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ60～Ｈ77（最長80年間）

事業実施地区名 中国四国整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和60年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 59件、植栽面積 835ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 15,475 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 5,795 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.67

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお1万1千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、補植・改植を実施したことや雑草木の繁茂が著
しかったため2回刈を実施したことにより下刈の平均実施回数が7.6回、除伐
の平均実施回数が1.1回となっており、枝打はスギ・ヒノキを対象に624ha実
施している。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、30％が江の川水系浜原ダム、吉野川水系宮川内ダム
状況 等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、56％が水道施設に係る

流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林より良い生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 今後の除伐に当たっては、適期に実施することや植栽木の成長に支障のな
の可能性 い広葉樹等は保残するなど、針広混交林等の造成を目指すことによりコスト

縮減を図る。また、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳
選し、主伐を想定して選木することによりコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽・保育の実施状況、植栽木等の生育状況、ダムや水
道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、事業を継続することが
適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 38

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ2～Ｈ92（最長90年間）

事業実施地区名 中国四国整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
平成2年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 87件、植栽面積 1,235ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 18,784 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 6,867 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.74

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお1万7千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、下刈の平均実施回数が7.1回、除伐の平均実施回
数が0.7回となっており、枝打はスギ・ヒノキを対象に307ha実施している。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、34％が日野川水系菅沢ダム、江の川水系厚浜原ダム
状況 等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、49％が水道施設に係る

流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林より良い生育をしており、所在市町村及び契約相手方か
方公共団体等）の らの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望し
意向 ている。

⑥ 事業コスト縮減等 今後の除伐に当たっては、適期に実施することや植栽木の成長に支障のな
の可能性 い広葉樹等は保残するなど、針広混交林等の造成を目指すことによりコスト

縮減を図る。また、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳
選し、主伐を想定して選木することによりコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽・保育の実施状況、植栽木等の生育状況、ダムや水
道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、事業を継続することが
適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 39

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ7～Ｈ97（最長90年間）

事業実施地区名 中国四国整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
平成7年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 157件、植栽面積 1,732ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 21,598 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 7,952 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.72

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は増加傾向にあり、引き続き森
農山漁村の状況そ 林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、下刈の平均実施回数が6.6回となっており、現
在、下刈を毎年度実施中である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、36％が江の川水系八戸ダム、太田川水系大泊ダム等
状況 のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、43％が水道施設に係る流

域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の は適期作業が計画的に実施されていると判断している。
意向

⑥ 事業コスト縮減等 今後、下刈の実施に当たっては、良好な生育が見込めない区域等を除外
の可能性 し、除伐の実施に当たっては、適期実施に努めるとともに、広葉樹等は極力

保残するなど針広混交林等の造成を目指すことによりコスト縮減を図る。ま
た、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳選し、実施対象
本数の減少に努めコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽・保育の実施状況、植栽木等の生育状況、ダムや水
道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、事業を継続することが
適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 40

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ12～Ｈ102（最長90年間）

事業実施地区名 中国四国整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
平成12年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 162件、植栽面積 1,588ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 16,216 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 5,898 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.75

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお2万7千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、現在、下刈を毎年度実施中である。
適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも

に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、31％が江の川水系浜原ダム、吉野川水系三縄ダム等
状況 のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、53％が水道施設に係る流

域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 今後、下刈の実施に当たっては、良好な生育が見込めない区域等を除外
の可能性 し、除伐の実施に当たっては、適期実施に努めるとともに、広葉樹等は極力

保残するなど針広混交林等の造成を目指すことによりコスト縮減を図る。ま
た、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳選し、実施対象
本数の減少に努めコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽・保育の実施状況、植栽木等の生育状況、ダムや水
道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、事業を継続することが
適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 41

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ40～Ｈ57（最長80年間）

事業実施地区名 九州整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和40年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 95件、植栽面積 3,585ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 175,048 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 48,894 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.58

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお2万1千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ37.4年生で樹高16.7ｍ、胸高直径24.5㎝、1ha当たり
材積386ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分の占める割合は、全体の4％である。
適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも

に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、47％が球磨川水系市房ダム、耳川水系上椎葉ダム等
状況 のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、38％が水道施設に係る流

域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽木等の生育状況、ダムや水道施設への効果等の公益
性を総合的に検討した結果、水源林としての機能を十分発揮していることか
ら、事業を継続することが適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 42

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ45～Ｈ77（最長95年間）

事業実施地区名 九州整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和45年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 104件、植栽面積 2,706ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 109,066 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 29,078 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.75

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお1万9千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ33.2年生で樹高16.6ｍ、胸高直径24.0㎝、1ha当たり
材積385ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分の占める割合は、全体の9％である。
適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも

に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、55％が山国川水系耶馬渓ダム、耳川水系上椎葉ダム
状況 等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、22％が水道施設に係る

流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽木等の生育状況、ダムや水道施設への効果等の公益
性を総合的に検討した結果、水源林としての機能を十分発揮していることか
ら、事業を継続することが適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 43

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ50～Ｈ67（最長80年間）

事業実施地区名 九州整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和50年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 56件、植栽面積 960ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 31,486 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 9,866 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.19

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお1万9千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ27.8年生で樹高14.1ｍ、胸高直径20.6㎝、1ha当たり
材積305ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分の占める割合は、
全体の8％である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、53％が六角川水系八丁ダム、小丸川水系渡川ダム等
状況 のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、16％が水道施設に係る流

域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽木等の生育状況、ダムや水道施設への効果等の公益
性を総合的に検討した結果、水源林としての機能を十分発揮していることか
ら、事業を継続することが適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 44

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ55～Ｈ62（最長70年間）

事業実施地区名 九州整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和55年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 67件、植栽面積 877ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 24,147 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 7,362 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.28

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお1万4千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 生育状況(注)は、スギ23.8年生で樹高12.1ｍ、胸高直径18.3㎝、1ha当たり
材積239ｍ となっている。３

広葉樹林化した林分及び植栽木の生育が遅れている林分の占める割合は、
全体の4％である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。
（注）林齢別の生育状況を林齢別面積で加重平均したもので、広葉樹林化した林分（広葉樹等の後生

天然性樹木が過半を占める林分）及び植栽木の生育が遅れている林分（植栽木の樹高、1ha当

たり材積がいずれも収穫予測表の5等地の数値を10％以上下回る林分）を含む。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、40％が球磨川水系市房ダム、耳川水系椎葉ダム等の
状況 ダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、44％が水道施設に係る流域

（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林より良い生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の からの機能発揮への期待が大きく、引き続き適期作業の計画的な実施を要望
意向 している。

⑥ 事業コスト縮減等 間伐に当たっては、契約相手方の理解を得るなかで選木及び間伐方法を工
の可能性 夫（列状間伐や間伐率を最大限に適用した強度な間伐等）することによりコ

スト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽木等の生育状況、ダムや水道施設への効果等の公益
性を総合的に検討した結果、水源林としての機能を十分発揮していることか
ら、事業を継続することが適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：水源林としての機能を十分発揮していることから、事業の有効性
が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 45

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ60～Ｈ52（最長55年間）

事業実施地区名 九州整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
昭和60年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 44件、植栽面積 437ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 9,198 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 3,190 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.88

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお9千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、補植・改植を実施したことや雑草木の繁茂が著
しかったため2回刈を実施したことにより下刈の平均実施回数が9.7回、除伐
の平均実施回数が1.5回となっており、枝打はスギ・ヒノキを対象に354ha実
施している。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、43％が大淀川水系田代八重ダム、一ツ瀬川水系一ツ
状況 瀬ダム等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、14％が水道施設

に係る流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の は適期作業が計画的に実施されていると判断している。
意向

⑥ 事業コスト縮減等 今後の除伐に当たっては、適期に実施することや植栽木の成長に支障のな
の可能性 い広葉樹等は保残するなど、針広混交林等の造成を目指すことによりコスト

縮減を図る。また、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳
選し、主伐を想定して選木することによりコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽・保育の実施状況、植栽木等の生育状況、ダムや水
道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、事業を継続することが
適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 46

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ2～Ｈ72（最長70年間）

事業実施地区名 九州整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
平成2年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 69件、植栽面積 612ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 10,639 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 3,701 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.87

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお1万8千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、補植・改植を実施したことや雑草木の繁茂が著
しかったため2回刈を実施したことにより下刈の平均実施回数が9.1回、除伐
の平均実施回数が0.9回となっており、枝打はスギ・ヒノキを対象に317ha実
施している。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、44％が一ツ瀬川水系一ツ瀬ダム、耳川水系大内原ダ
状況 ム等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、33％が水道施設に係

る流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の は適期作業が計画的に実施されていると判断している。
意向

⑥ 事業コスト縮減等 今後の除伐に当たっては、適期に実施することや植栽木の成長に支障のな
の可能性 い広葉樹等は保残するなど、針広混交林等の造成を目指すことによりコスト

縮減を図る。また、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳
選し、主伐を想定して選木することによりコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽・保育の実施状況、植栽木等の生育状況、ダムや水
道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、事業を継続することが
適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 47

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ7～Ｈ87（最長80年間）

事業実施地区名 九州整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
平成7年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 110件、植栽面積 1,187ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 16,953 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 5,914 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.87

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお1万9千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、下刈の平均実施回数が6.8回となっており、現
在、下刈を毎年度実施中である。

適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも
に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、38％が筑後川水系松原ダム、一ツ瀬川水系一ツ瀬ダ
状況 ム等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、47％が水道施設に係

る流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の は適期作業が計画的に実施されていると判断している。
意向

⑥ 事業コスト縮減等 今後、下刈の実施に当たっては、良好な生育が見込めない区域等を除外
の可能性 し、除伐の実施に当たっては、適期実施に努めるとともに、広葉樹等は極力

保残するなど針広混交林等の造成を目指すことによりコスト縮減を図る。ま
た、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳選し、実施対象
本数の減少に努めコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽・保育の実施状況、植栽木等の生育状況、ダムや水
道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、事業を継続することが
適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。



整理番号 48

期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｈ12～Ｈ92（最長80年間）

事業実施地区名 九州整備局 事業実施主体 独立行政法人緑資源機構
平成12年度契約地

民間による造林が困難な奥地水源地帯において水源をかん養するため、緑
事業の概要・目的 資源機構が分収造林契約の当事者となって、急速かつ計画的に森林の造成を

行う事業で、契約件数 109件、植栽面積 875ha。

① 費用対効果分析の 費用対効果分析を試行した結果は以下のとおりである。
算定基礎となった 総便益（Ｂ） 10,208 百万円
要因の変化等 総費用（Ｃ） 3,281 百万円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.11

② 森林・林業情勢、 関係市町村における民有林の未立木地面積は、減少傾向にあるものの、現
農山漁村の状況そ 在なお1万9千ヘクタール程度存在し、引き続き森林造成が必要である。
の他の社会経済情 また、関係市町村における私有林の不在村者所有森林は増加傾向にあると
勢の変化 ともに、担い手となる後継者の不足も重なり、地域における森林の管理水準

の低下が危惧される。

③ 事業の進捗状況 具体的な保育実施状況は、現在、下刈を毎年度実施中である。
適切な森林整備の実施により人工林としての景観の向上に配慮するととも

に、作業道開設等においては景観と調和する間伐材等木材を利用した工法の
採用を進めている。

④ 関連事業の整備 当該契約面積のうち、45％が五ヶ瀬川水系北川ダム、小丸川水系松尾ダム
状況 等のダムに係る流域（集水区域）内に位置しており、31％が水道施設に係る

流域（集水区域）内に位置している。

⑤ 地元（受益者、地 周辺の平均的な山林と同様の生育をしており、所在市町村及び契約相手方
方公共団体等）の は適期作業が計画的に実施されていると判断している。
意向

⑥ 事業コスト縮減等 今後、下刈の実施に当たっては、良好な生育が見込めない区域等を除外
の可能性 し、除伐の実施に当たっては、適期実施に努めるとともに、広葉樹等は極力

保残するなど針広混交林等の造成を目指すことによりコスト縮減を図る。ま
た、枝打に当たっては、生育及び搬出条件の良好な箇所に厳選し、実施対象
本数の減少に努めコスト縮減を図る。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

第三者委員会の意見 森林・林業情勢、植栽・保育の実施状況、植栽木等の生育状況、ダムや水
道施設への効果等の公益性を総合的に検討した結果、事業を継続することが
適当と考える。

・必要性：地域の森林の管理水準の低下が危惧されること等から、事業の必
要性が認められる。

評価結果及び ・効率性：費用対効果分析を試行した結果、費用以上の効果が見込まれ、事
事業の実施方針 業の効率性が認められる。

・有効性：概ね適切な保育が実施されている生育途中の林分であることか
ら、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針
事業を継続する。
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